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5.4.4．自動車税減免措置後の要件審査について

自動車税減免後においては、心身に障害がある者本人が所有し、かつ運転する場合は、当初に提出した減免申請書の

内容に変更がない限り引き続き減免となり毎年度の手続きは必要とされない。しかし、このような仕組みにおいては、

本人が死亡している場合をはじめ、本人が高齢者になり事実上は当該自動車を家族が運転しているようなケースをチェ

ックする機能が果たされていない。事実、長年にわたって減免対象とされていた自動車について、心身に障害がある者

本人が死亡した後、健常者である家族が利用を継続していたにもかかわらず、その事実を把握することができずに引き

続き減免措置が執られていた事例があった。

また、自動車税減免後において、心身に障害がある者本人が所有し、かつ運転する場合以外については、毎年２月か

ら４月の間に「自動車税の減免について」の照会文書（往復はがき）が自動車税管理事務所から送付されることになっ

ている。この照会に対しては必要事項を記入のうえ回答することが求められているが、回答がない場合や変更がない旨

の回答以外の場合、翌年度からは減免措置は停止され課税されることになる。

しかし、この照会文書に対して虚偽の回答がなされたとしても、それをチェックする機能は全く存在しない。課税の

公平という観点からは、少なくとも２年に１回程度は減免要件を具備しているか否かについての再審査を実施するなど、

実効性のあるチェックシステムが機能しなければ、一度減免認定を受けてしまえさえすれば、後はどうにでもなるとい

う事態を招来しかねない。

5.4.5．府職員に対する口座振替の勧奨について

京都府では平成16年度より自動車税について、いわゆるコンビニ納税を導入することにより納税者の利便性を図る改

善を行っている。しかしながら、納税者の中には自動車税については車検時までに納付すればよいと考える傾向の者も

多く、その結果、滞納者が多くなる税目にもなっている。滞納については、早期の滞納整理着手により早期回収努力を

図ることが重要であるが、むしろ滞納が発生しない仕組みを構築しておくことも重要である。その手段として自動車税

の口座振替制度の活用と拡充を提案したい。

確かに、現行の自動車税の口座振替制度は、自動車を買い換えた際などには再度手続きをする必要があるなど不便な

点があることも否めない。しかし、この点については今後導入される納税システムを改善することによって対処できる

問題と考える。たとえば、ＮＨＫの受信料などにおいても口座振替を積極的に推奨している事例に見られるように、こ

の制度の利用を拡充すれば、滞納の発生を防止できるだけでなく、徴収コストの削減にも繋がるというメリットがある。

京都府における自動車税についての口座振替の利用状況は、次ページの【表5.4.5】のとおり低い水準にあり、これを

引き上げるべく府民に対して積極的に口座振替を推奨するように広報することが望まれる。

この点、平成17年４月26日に総務部長から発遣された「平成17年度税務運営方針」において、確実な徴収業務の執行

の一環として「口座振替の普及拡大に努める」という項目があるが、府民に対して利用勧奨を唱えるだけではなく、府

の職員が府民に率先して自動車税の口座振替制度を活用するべきではないだろうか。府の職員も一般行政部門のみなら

ず、教育関係や警察関係までを含めれば30千人を超える大所帯であり、その多くがマイカーを所有しているはずである

が、【表5.4.5】によると京都府における自動車税の口座振替件数は僅か10千件足らずであるから、府の職員ですら口座

振替制度を積極的には利用していないことが明らかである。したがって、30千人の府職員が率先して制度を利用して実

績を積み重ね、その上で、府民に対しても利用を勧奨するのでなければ、いくら広報をしたところで掛け声倒れになる

蓋然性が高い。ここは率先垂範を実践することによって、より説得力のある効果的な広報活動に繋げてほしいものであ

る。

一方、自動車税の口座振替制度の普及のためには、課税物件である自動車単位ではなく、納税者単位による口座振替

が可能となるよう現状の制度を改める必要もある。前述のように、自動車を買い換えた際などに再度手続きを必要とす

る現状では、その利用の促進は容易ではないと考えられるからである。自動車税の口座振替制度の速やかな改善を重ね

て提案したい。
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６．自動車取得税について

6.1．自動車取得税の概要

6.1.1．自動車取得税の特徴

自動車取得税は自動車の取得に対して課税されるもので、主に市町村の道路の建設や補修などの道路整備に充てられ
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る目的税である。納税者は自動車（特殊自動車・二輪車を除く。）を取得した者（割賦販売などで売主が自動車の所有

権を留保している場合には買主）である。

6.1.2．税率と免税点

自動車取得税の税率は次のとおりである。

ただし、一定の燃費・排出ガス基準を満たす低燃費自動車や電気自動車、ハイブリッド自動車など一定の低公害自動

車については取得価額の一部が控除され、税率が軽減される。また、取得価額とは自動車を取得するためにその対価と

して支払う金額であり、無償で取得した場合などは通常の取引価額が取得価額となる。

なお、取得価額が50万円以下の場合には課税されない。

6.1.3．申告と納税

新規登録、移転登録、使用の届出などのときに申告し、同時に納税する。

なお、京都府に納められた自動車取得税の66.5％は、府内の市町村に対して市町村道の面積と延長に応じて交付され

る。さらに、京都市に対しては28.5％に京都府と京都市の国道、府道の面積と延長の割合を乗じて得た額が加算して交

付される。

6.2．着眼点と手続

自動車取得税は自動車の取得時に課せられる府税であるが、マイカーの普及率が高い現在、自動車を複数回にわたっ

て乗り換えることも一般的であり、したがって納税も複数回経験する機会があるため、不動産取得税に比べれば身近な

税目ということができる。しかし、自動車取得（購入）時においては、業者から種々の付随費用、たとえば消費税や自

動車重量税、あるいは納車諸費用などと併せて請求されることが多く、また納税自体も業者が代行するケースがほとん

どであることから、外国車を並行輸入で取得するようなごく稀なケースを除いて、自動車を取得した者が直接その納税

の現場を経験することは少ない。

そこで、自動車税管理事務所に往査して、データの分析と賦課業務の状況に関するヒアリングを実施し、申告と納税

の過程を検証することによって、課税事務作業が有効かつ効率的に行われているかという観点から監査を実施した。

6.3．監査の結果

6.3.1．自動車取得税申告事務作業について

前述したように、自動車取得税の申告と納税は業者が代行することが常態となっている。また、自動車税管理事務所

と同じ敷地内の建屋（京都府自動車会館）内に、自動車販売ディーラーが行う申告と納税を代行する団体（京都府自動

車販売店協会。以下、販売店協会という）が存在しており、実際の申告と納税は一部のディーラーを除いてほとんどの

ディーラーがこの販売店協会へ委託しているのが実状である。この販売店協会においては、流通している市販車種のデー

タをほぼ網羅して保有しており、このデータを用いてコンピュータで申告書を作成している。ただし、申告書の様式は

紙媒体と定められているため、いったん所定の様式の申告書用紙にプリントアウトして自動車税管理事務所へ提出して

いる。自動車税管理事務所では、紙媒体で提出された申告書の全件をマンパワーでチェックするとともに、必要なデー

タを業者に穿孔依頼してコンピュータに登録している。この一連の作業は、そもそもデータ媒体で存在するものを、い

ったん紙媒体に置き換え、さらにその紙媒体からデータに変換しているため、外部から眺めると不効率極まりないもの

となっている。現場の担当者レベルでも問題意識は持っているが、現状では如何ともしがたいジレンマに陥っている様

子であった。抜本的な改革のためには現行の自動車税管理システムそのものを見直さざるを得ないからである。

6.4．意見

6.4.1．自動車取得税申告時における事務作業の効率化について

上述のように、申告書の作成から提出、そしてデータ入力といった一連の手続きに著しく不効率な作業が存在するた

め、販売店協会からの申告についてはデータベースでの申告も可能となるように自動車税管理システムを抜本的に見直

す必要がある。そうすれば、申告データの再入力作業が不要となるのみならず、入力データの正確性についてもマンパ

ワーによることなくコンピュータ上において異常値のチェックを行うなどの効率的な作業が可能となるからである。ま

た、販売店協会から提出された申告データについては、申告書の全件チェックに代えて、システムのチェックを行って

おけば足りるものと考える。そして、一定の申告代行要件を設けて、その要件を満たしている申告については、紙ベー

スではなくデータによることも可能とする方途を開放することにすれば互いにメリットがあると考える。
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さらに、そのメリットの享受と引き換えに、京都府が定期的に販売店協会のシステムチェックを行えるようにするこ

とを提案する。定期的なシステムチェックにより販売店協会のシステムの正確性が確保されれば、データの信頼性が確

保でき、それにより申告データ全件のチェックが不要になると考えるからである。このような相手方に対するシステム

チェックという方法は、民間ベースではごく一般的に行われており、むしろシステムチェックなくしては、高度かつ複

雑に接続されたコンピュータ社会を維持できない状況にあるといっても過言ではないのである。

これら一連の改善により、大幅な徴税コストの節約が見込める。特に、環境問題が大きな課題となっている昨今、京

都府は京都議定書の批准地として、率先して紙の大幅な節減につながる改善案を推進する使命を担っているのではない

だろうか。

ところで、上記の問題点について抜本的な解決のための有効な手段と考えられている全国一律のサービスである自動

車の登録手続きに係るＯＳＳ（ワンストップサービス）を京都府でも平成20年２月から運用予定である。しかしながら、

インターネットを利用するためのパソコンをはじめ、本人確認の住基カードの取得や、カードリーダーを購入する必要

があることなどから、平成17年12月に先行導入された都道府県での利用率は低迷していると聞く。利用者の要望を踏ま

えた利用促進策が強く望まれるところである。

７．軽油引取税について

7.1．軽油引取税の概要

7.1.1．軽油引取税の特徴

バスやトラックなどの動力源として用いられているディーゼル機関の燃料である軽油の引取りに対して課税されるも

ので、道路の新設・補修など道路整備のための費用に充てられる目的税である。軽油引取税の業務フローについては、

次ページの【図7.1.1】に示すとおりである。

また、軽油引取税の納税義務者は、特約業者や元売業者から軽油の引取り（現実の納入を伴うものに限る。）を行っ

た者であるが、納税は特約業者や元売業者を通じて行う。ここで、元売業者とは軽油を製造・輸入・販売することを業

とする者で総務大臣が指定した者をいい、特約業者とは元売業者と契約して軽油の供給を受けて販売することを業とす

る者で都道府県知事が指定した者をいう。

7.1.2．税率と免税措置等

軽油引取税の税率は、１キロリットルにつき32,100円（32円10銭／㍑）である。

なお、船舶や農業・林業用機械の動力源などの特定の用途に使われる軽油は、免税の手続を受けた場合に限り課税さ

れない。ただし、免税制度の適正な運営を図るため、免税軽油の引取り等に係る報告義務制度がある。

7.1.3．申告と納税

申告と納税については、特約業者または元売業者が毎月分を翌月の末日までに申告して納税する。納税義務者が申告

と納税を行うのではない点に注意が必要である。

また、京都府に納められた軽油引取税の90％の金額に京都府と京都市内の国道と府道の面積の割合を乗じて得た金額

が京都市に対して交付される。交付の趣旨は、軽油引取税は、国・都道府県道整備のための特定財源であるため、都道

府県と同様に国・都道府県道を管理する指定市に交付金を交付するものである。ちなみに、平成16年度の交付率は、

0.323であり、同年度決算額での交付金は4,716百万円となっている。
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7.1.4．混和軽油等について

特約業者や元売業者以外の販売業者が、灯油など軽油以外の炭化水素油を軽油に混和する（事前に混和の承認を受け

る必要がある）等して販売したときは、販売業者にその販売量に応じて課税される。元売業者や特約業者または販売業

者が灯油などの炭化水素油で軽油または揮発油以外のものを自動車の内燃機関の燃料として販売した（事前に譲渡の承

認を受ける必要がある）ときは、その元売業者や特約業者または販売業者にその販売量について課税される。

また、自動車の保有者が、灯油などの炭化水素油で軽油または揮発油以外のものを消費（混和することを含む）して

自動車を道路において運行したとき（事前に消費の承認を受ける必要がある）は、その自動車の保有者に、その消費量

に応じた課税が行われる。

さらに、特約業者や元売業者以外の者が軽油の輸入をする場合、輸入の時（輸入許可を受ける時）までに、事業所所

在地の都道府県知事に軽油引取税を申告納付しなければならない。
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7.1.5．脱税行為に対する罰則の強化

軽油引取税については、近年一件当たりのほ脱額が大きく、また複数のダミー会社を介在させるなど、手口が悪質か

つ巧妙な脱税事件が増加しており、納税秩序維持の観点から大きな問題となっている。また、不当な価格で廉売される

不正軽油が軽油市場における公正な競争を阻害しているほか、不正軽油の製造過程で生成される「硫酸ピッチ」の不法

投棄が社会問題化し、関係行政機関が連携した不正軽油の取締りが急務となっている。

こうした情勢を踏まえ、平成16年度の税制改正においては、脱税に係る罰則規定の創設と強化が行われたことは記憶

に新しい。その主なものは次のとおりである。

7.1.6．軽油引取税に係る調査事案等の概要

軽油引取税に係る調査事案等の概要について、次ページの【表7.1.6】にまとめた。
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7.2．着眼点と手続

通常の軽油引取税については、特別徴収の申告と納税、それに免税軽油に関する業務の流れについて、往査先の京都

南府税事務所および広域振興局の担当者から諸資料を入手して検討するとともに近時の課題等についてヒアリングを実

施した。また、不正軽油事案の防止・摘発の中心的拠点と位置付けられる京都南府税事務所においては、担当者から不

正軽油に係る路上抜取調査の実施状況等についてもヒアリングを行った。

7.3．監査の結果

通常の軽油引取税の課税事務に関しては特に指摘すべき点はない。しかし、不正軽油取引については、その危険な調

査状況について聴取することができたので、簡単に不正軽油製造の問題点について触れておく。

ガソリンに揮発油税が課税されるようにディーゼル機関の燃料である軽油には軽油引取税が課税されるが、燃料に灯

油やＡ重油（これらを軽油周辺油種という）をある程度混合してもディーゼル機関は作動するため、軽油にこれらの周

辺油種を混入することによって軽油引取税の負担を回避するという行為が行われやすい。そこで、軽油引取税の脱税防

止のために、平成３年３月からクマリンが軽油識別剤として軽油周辺油種に添加されている。添加は石油元売業者の製

油所から出荷される際に行われる。そして、軽油にはクマリンが添加されていないので、使用燃料からクマリンが検出

された場合、軽油に周辺油種が混入していることの証拠となる。すなわち、不正軽油使用による脱税行為が明らかにな

るのである。しかし、周辺油種から巧妙にクマリンを除去する手法が開発され、不正軽油が違法に密造される機会が増

加してきている。不正軽油は脱税事案であるほかにも大気汚染に繋がる問題にもなり、さらにクマリンの除去に大量の

硫酸が使用されるため、その副産物である硫酸ピッチが発生し、その不法投棄も大きな問題としてクローズアップされ

ている。

このように決して座視することのできない不正軽油の密造を摘発するべく、多少訓練されているとはいえ犯則事案の

取り締まりが専門ではない税務職員が、不正疑惑のあるタンクローリー車を何日にもわたって内偵し、時には刑事ドラ

マさながらに追跡を繰り広げているという実態には驚きを禁じ得なかった。このような地道な努力が結実することを心

から願うものであるが、その一方で事故などのリスクと隣り合わせの危険な業務であることも事実であるから、京都府

としても万全なリスク管理の措置を講じておく必要があることを申し添えておきたい。

7.4．意見

軽油引取税は特殊な税といえる。55ページの【図7.1.1】にもあるように、府税でありながら全国軽油流通システム

に登録されている課税番号（京都府独自のものでなく全国共通）、特別徴収義務者の氏名・住所、代表者・屋号、本店

所在地、元売系列等の基本情報のみならず、課税取引情報までも当該システムに登録されたものを利用しているからで

ある。

また、不正軽油は、それほど大きなプラントを必要とするわけではなく、一度製造すれば自由にローリー車で持ち運

ぶことが可能なため、その取り締まりについては一府県だけで解決できることではなく、他府県を交えた広域的かつ機

動的な対応が不可欠になる。実際、各都道府県間では活発な情報交換も行われていると聞く。

個人事業税について業種を限定列挙して認定することの問題や、自動車税において所有者が府県間を頻繁に移動した

り、所有者が転々とする（しかも名義を正しく変更することなく）ことによって納税義務者と課税期間が不明確になり

やすい実態とならんで、軽油引取税も税が創設された時代とは社会状況が異なり立法趣旨の想定外のことが起こってい

るともいえよう。その意味で、現在の法令のまま運用することには限界も感じるところである。犯罪性が強まるととも

に反社会的な傾向を強め、しかもその取り締まりに各都道府県の税務職員が危険を冒している実態を垣間見ると、税を

免れることのメリットをなくすべきであると考える。

すなわち、不正軽油を製造するインセンティブを減殺することがポイントになるのではないだろうか。たとえば、暫

定税率である32円10銭／㍑の税率を法定税率の15円／㍑に戻せば、不正軽油製造のメリットはほとんどなくなるという。

また、諸外国では軽油に限定した課税をしている国は少ないとも聞く。

しかし、道路特定財源の一つとして、京都府だけでも150億円前後の収入があり、しかも軽油消費量が底堅く推移す

る中での税率の引き下げは即減収に繋がるのであるから安易に選択しうる方途ではない。したがって、ここでは税率を

維持しつつ不正軽油製造のインセンティブを減殺することのできる特効薬について前向きに検討しなければならない点

だけを指摘するに留めておく。

８．ゴルフ場利用税について

8.1．ゴルフ場利用税の概要

8.1.1．ゴルフ場利用税の特徴

ゴルフ場利用税は、文字通りゴルフ場の利用に対して課税される税金であり、その負担者はゴルフ場を利用する者で

ある。数多いスポーツの中でゴルフにだけ課税される理由としては、ゴルフ場には、その開発許可や道路整備、防災、

廃棄物処理などの行政サービスが必要となるためであると説明されることがある。また、他のスポーツ施設の利用料金

に比べて一般的に高額であるため、その点に担税力が認められるからでもあると言われている。

8.1.2．税率と非課税措置

ゴルフ場利用税の税率は、ゴルフ場の利用料金に応じて利用者１人１日につき1,200円から600円の間で決められている。
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なお、以下の要件に該当する場合は、ゴルフ場利用税は課税されない。

8.1.3．申告と納税

ゴルフ場運営会社が、毎月分を翌月の15日までに申告し納税する。なお、平成16年度末において特別徴収義務者であ

るゴルフ場の数は、次の【表8.1.3】のとおりとなっている。なお、京都府に納められたゴルフ場利用税の10分の７は、

そのゴルフ場が所在する市町村に交付される。

また、【表8.1.3の２】は過去３年間の税収状況についてまとめたものである。いずれの資料からも、京都市内にはゴ

ルフ場は少なく、もっぱら府内に所在していることが分かる。

8.2．着眼点と手続

ゴルフ場利用税に関する課税ならびに徴収業務が法令に従って適正に執行されていることを、所管する府税公所に往
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査して検証した。申告書の検証をはじめ、担当職員へのヒアリングや資料の分析を実施した。

8.3．監査の結果

【表8.1.3】からもわかるように、京都府にはゴルフ場は少なく、また規模も比較的大規模なものが少ない。全体の

府税収入に占めるゴルフ場利用税の割合も0.5％程度である。課税事務、徴収事務を通じて特に問題は発生していない。

8.4．意見

8.4.1．府内ゴルフ場利用推進の広報

全国で最もゴルフ場が多いのは北海道であり、その数は170を超えている。次いで第２位は兵庫県の166である（平成

17年３月末現在）。したがって、京都府民であっても兵庫県内のゴルフ場を利用する機会は少なくないが、その際に負

担したゴルフ場利用税はもちろん兵庫県ないしはそのゴルフ場が所在する市町村の税収となることは説明したとおりで

ある。そこで、京都府としてはゴルフ場利用税の性格を上手に広報することによって、府民にできるだけ府内のゴルフ

場を利用するよう呼び掛けてみてどうか。たばこ税に関して「たばこは地元で買いましょう」というキャッチフレーズ

を目にするように、ゴルフ場利用税についても「ゴルフはできるだけ地元でプレーしましょう」とするわけである。た

ばこと異なり、会員制というゴルフ場の性格等から単純に比較することは早計かも知れないが、府民に対して身近な府

税の存在を啓発し、税に対する関心を喚起するという意味では必要な取り組みであるように思われる。参考までに、隣

接府県のゴルフ場の数を【表8.4.1】にまとめておく。

９．産業廃棄物税について

9.1．産業廃棄物税の概要

9.1.1．産業廃棄物税の特徴

産業廃棄物税は、社会経済システムを大量生産・大量消費・大量廃棄型から循環型へと転換することが喫緊の課題と

なる中、産業廃棄物の最終処分量を大幅に削減することを目的に、平成17年４月１日から導入された法定外目的税であ

る。産業廃棄物に課税することで、排出事業者や処理業者が産業廃棄物の排出抑制行動をとることを期待するとともに、

その税収を税源として産業廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用その他の適正な処理を促進するものである。

産業廃棄物税の特徴としては、最終処分の段階に着目して課税することとし、排出事業者や中間処理業者の処分削減

努力を求め、最終処分による環境負荷の低減を目指すことにあるといえる。また、特別徴収方式とすることによって、

制度を簡明なものにするとともに、中間処理業者に委託する排出事業者の協力規定を置いている。これは、税負担分が

中間処理業者から排出事業者に適正に転嫁される仕組みを工夫し、排出事業者へのインセンティブ確保を目的としたも

のであろう。
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9.1.2．課税標準と税率

産業廃棄物税の課税標準は府内最終処分場へ搬入される産業廃棄物の重量（㌧）である。そして、その税率は、搬入

される産業廃棄物の重量１トンあたり1,000円とされている。これは、20㎞／ｔの運搬料に相当し、近隣県とも整合性

を図り、産業廃棄物の他府県への流出を起こさせないように設定されたものである。

9.1.3．徴収方法と納税義務者

産業廃棄物税は、最終処分業者による特別徴収によることとされている。府内最終処分業者が特別徴収義務者となり、

排出事業者等から処分料金と併せて産業廃棄物税を徴収し、京都府に申告のうえ納税する。

9.1.4．申告と納税

府内の最終処分業者等が、下表の期間において徴収または納付すべきものについて、それぞれの期限までに申告し、

納税する。

9.1.5．産業廃棄物税の使途

産業廃棄物税の使途として、【表9.1.5】に掲げる事項が予定されている。

導入初年度の税収を受けて、その活用方途に関心が集まるところであるが、これを新聞報道から探ってみよう。
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京都府は、本年度導入した産業廃棄物税を活用して支援する民間のごみ減量策やリサイクル事業を初めて発表した。使わ

なくなった瓦を、ヒートアイランド対策にもなる屋上緑化の土壌に再生する研究開発など３件で、約700万円が交付される。

産廃税は、昨年４月から施行された。府内で産廃を最終処分する際、㌧あたり1,000円を排出業者が負担する。最終処分業

者が処分料金に上積みして徴収し、府に納める。４～９月分まで約4,600万円の納入があり、年間6,500万円の税収を見込ん

でいる。税収は、廃棄物抑制や再生利用に関する施設整備や、民間業者の技術開発に使われることになっている。府は助成

事業を公募し、応募してきた６事業の中から学識者らの審査会で３事業を選んだ。府は、来年度以降も対象事業を募る方針。

（平成18年２月２日／京都新聞より）

つまり、産業廃棄物税の税収を財源とする新しい助成制度が創設されたわけであるが、助成対象とされた事業とその

助成額は次ページの【表9.1.5の２】のとおりである。いずれも、【表9.1.5】に掲げる�１ないし�２の目的に沿うものと

なっている。

9.2．着眼点と手続

平成17年４月１日から導入された新しい税制であるため、排出業者への周知徹底がなされ、スタート時のスムーズな

導入とその弾力的運用、あるいは逆に過度の運用による混乱等がないかという視点に立って担当部署のヒアリングを中

心に行った。

また、税の申告・納税・徴収制度が、シンプルでかつ検証容易であるかについても検討した。

9.3．監査の結果

新税の周知徹底については、特に排出業者の間では若干の戸惑いが見られたものの税額が大きくないこともあり大き

なトラブルもなく制度がスタートした。

また、特に計算や解釈が複雑ということもなく、また府内の最終処分業者は６社しかないこともあって、今のところ

問題なく運用されている。

さらに、申告された産業廃棄物重量と府に報告される府内最終処分場における産業廃棄物重量をチェックすることで、

容易に申告の誤謬、脱漏の有無を確認できる点でも、この制度はスムーズに運用されると思われる。大きな徴税コスト

もかかることなく今後も効率的に運用できるとの印象を受けた。

9.4．意見

産業廃棄物税は、昨今の高まる環境保護意識を税という形で実現しているという意味で、府民の理解を得やすくスムー

ズな運用が可能であると思われる。さらに、制度としてはシンプルにできており、しかもチェックが容易であるという

点においても新税として評価できる。

今後、解決すべき問題としては、近隣府県の足並みが不揃いである点であろう。全国で産業廃棄物税を導入している

のは21府県であり、近畿２府４県の中では、大阪・兵庫・和歌山の３府県が未導入である。また、導入している府県の

中でも、京都府と奈良県が特別徴収方式を採用しているのに対して、三重県と滋賀県では排出する事業者に直接課税す

る方式を採用しているなど、制度の内容についても大きく異なっている。ちなみに、産業廃棄物税を導入している全国

21府県中、特別徴収方式を採用しているのは京都府を含む19府県であり、三重県と滋賀県の２県のみが直接課税方式を

採用している。

現在のところ、税率も低く産業廃棄物を他府県へ移動させるコストよりも低い税額のため、府県間で移動されること

はほとんどないと推察される。しかし、近隣府県において、同じ「産業廃棄物税」の名称でありながら、申告義務者が

異なることは混乱の一因ともなりかねず、将来において税率等の改正によって税負担が加重になってくると、近隣他府

県へ産業廃棄物を移動させるなどの租税回避行動をとられる懸念も想定される。したがって、地方自治の独自性を守り

つつも、制度の見直しに際しては、近隣他府県との情報交換等を密に行う必要性を痛感する。

10．徴税費関係について
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10.1．概要

京都府の一般会計の歳入額は、10ページの【表1.1】に示すとおり、平成16年度で840,373百万円である。そのうち府

税収入は231,106百万円であり、歳入額全体の27.5％を占めている。税は自動的に収納されるものではないため、人件

費その他の費用が徴税コストとして直接的あるいは間接的に発生する。徴税費用を必要最小限に抑えることは、課税の

効率性を高めることに繋がり、府民が負担した貴重な税金を無駄なく有効に活用するためにも重要な事項である。しか

し、効率性の面ばかりを追求すると、税を取りやすいところから取るといったことにもなりかねず、課税の公平性を損

なう可能性がある。したがって、課税する側は、常に課税の効率性と公平性の双方を意識しながら業務に携わる必要が

あるといえる。

また、納税する側の府民の立場から行政活動を眺めた場合、徴収された税が府民のためにどのように使われているか

が最大の関心事であることはいうまでもない。しかし、使途に先立つ徴税の段階で多くの無駄なコストがかけられてい

たのでは元も子もない。したがって、徴税業務に係るコストはできるだけ低く抑えつつ最大の成果を上げる必要がある。

ここでは、課税の効率性の側面に焦点をあて、特に徴税費関係について検討を加えることとする。

10.2．着眼点と手続

課税の効率性を検証する場合において、徴税費の範囲をどこまで広げて検討するかが問題となる。まず第一に考えら

れるのは、徴税に直接的・間接的に携わる職員の人件費である。その他にも、徴収活動に不可欠の交通費や電話代等の

諸経費があろう。さらに広く考えれば、賃借物件に入居している府税事務所の家賃等も徴税に要するコストとして考慮

すべきであるといえる。しかしながら、他の都道府県と比較をすることが重要であることから、比較可能な範囲で徴税

コストに関する資料の提示を求めた。

10.3．監査の結果

10.3.1．都道府県別徴税コスト

総務省が実施している「課税状況等に関する調」を基礎として、本庁税務課が作成した平成16年度の徴税コストに関

する資料は【表10.3.1】のとおりである。ここで、需用費とは、地方公共団体の行政事務の執行上必要とされる物品の

取得・購入等に要する経費や通信運搬費等の経費をいう。また、徴税取扱費等とは、個人府民税のところで述べたとお

り、府内の市町村が個人府民税の徴収を取り扱っているため、その徴収コストの負担分として市町村に対して交付され

るものや特別徴収義務者に対する交付金等をいう。

次ページの【表10.3.1】の「徴税費／収入額」欄の数値は、税収額100円あたりの徴税コストの額（円単位）を示し

ている。この徴税コストについてワースト順に並べ替えた資料が65ページの【表10.3.1の２】である。

これによると、第１位は高知県の6.27円であり、次に長崎県の4.21円、以下宮崎県3.96円、奈良県3.86円と続き、京

都府は3.84円で第5位となっており、全国平均の2.64円と比較しても著しく高い徴税コストとなっている。逆に、コス

トの低い順では、第１位が東京都の1.92円であり、次に愛知県の2.27円、以下大阪府2.44円、茨城県2.48円、静岡県

2.57円と続いている。

ちなみに、国税庁の統計資料によると、国税の徴収コストは1.67円（平成15年度数値）とされている。もっとも、申

告納税を主体とする国税と賦課課税が主体となる地方税とでは自ずとコスト構造も異なるから、府税と国税の徴収コス

トを単純比較することは問題なしとしないが、ここでは参考数値として掲げておく。
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10.3.2．徴税費の内訳分析
【表10.3.1の２】をもとに、徴税コストの高い府県（１高知県、２長崎県、３宮崎県、４奈良県、５京都府）と、徴
税コストの低い都県（１東京都、２愛知県、３大阪府、４茨城県、５静岡県）とを抽出し、徴税費の内訳について構成
比をグラフで示したものが、次の【図10.3.2】である。
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このグラフをみると、徴税コストの高い長崎県（ワースト２位）や宮崎県（ワースト３位）については、徴税費に占

める人件費の割合が高くなっていることが分かる。とくに長崎県では人件費の割合が突出して高くなっている。高知県

（ワースト１位）、奈良県（ワースト４位）については、市町村に交付する徴収取扱費等の割合が高く、これが大きな

負担となっていることも読み取ることができる。

逆に、徴税コストの低い都道府県を見ると、愛知県（ベスト２位）・茨城県（ベスト４位）・静岡県（ベスト５位）に

ついては、人件費の割合が低く、代わりに徴収取扱費等の割合が高くなっている。東京都（ベスト１位）・大阪府（ベ

スト３位）についても人件費の割合はやや高くなっているものの、徴税コストの高い長崎県と比較すれば低く抑えられ

ている方であるといえる。もっとも、ここで抽出した都府県の中で、東京都・愛知県・大阪府については、そもそも税

収額自体の規模が大きく、他の府県とは桁違いとなっている点を考慮して比較する必要がある。徴税吏員数においても、

東京都4,192人、愛知県1,043人、大阪府1,279人となっており、京都府の469人と比較しても規模の違いは明白である。

さて、ワースト５位の京都府についてであるが、税収額は47都道府県中で中位クラスの規模であるものの、徴税コス

トに占める人件費の割合が49.9％と非常に高い数値を示している。徴収取扱費等の割合は41.8％であり、この値は比較

的低い方といえる。したがって、京都府は長崎県と同様に人件費比率が突出して高く、それが徴税コスト全体を押し上

げるというコスト構造になっていることが窺える。

このように、徴税費に占める人件費割合が高くなっている要因として何が考えられるのか、本庁税務課に質問したと

ころ、次のような分析結果を得た。

10.3.3．一人あたりの人件費について

10.3.2．の結果から、京都府の徴税コストを考える場合、やはり人件費が重要なポイントと考えざるを得ない。また、

本庁税務課からの回答にあるように、職員数の多寡は各地方公共団体における税収構造、組織形態によって異なるとの

ことであるから、職員数を要因とする人件費割合の増加を排除した分析をする必要がある。そこで、【表10.3.1】をも

とに、人件費を徴税吏員数で除して１人あたりの人件費を算出した資料が、次ページの【表10.3.3】である。さらに、

その順位付けをした資料が、次ページの【表10.3.3の２】である。
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【表10.3.3の２】から、京都府は、神奈川県・大阪府に次いで３番目に徴税に要する一人あたりの人件費が高くなっ

ている。京都府の徴税に要する一人あたり人件費は、全国平均の8,021千円を1,434千円も上回る9,455千円にも上って

いる。

また、参考までに平成15年度の徴税吏員１人あたり人件費ワースト10位までの府県について、平成16年度での変化を

追跡調査した資料を【表10.3.3の３】に示した。

平成15年度のランキングと比較すると、ワースト・スリーの順位は変わっていない上に、神奈川県と京都府では１人

あたりの人件費が上昇していることがわかる。また、４位から10位についての順位は変動しているが、福岡県と茨城県

以外の県では１人あたり人件費は減少している。

徴税吏員１人あたり人件費の平成16年度全国平均が、8,118千円から8,021千円に低下している中で、京都府のそれは

9,291千円から9,454千円に上昇している。

徴税コストに占める人件費の割合が高いことが京都府の特徴であることは、すでに指摘したところであるが、この人

件費の問題にメスが入らない限り、徴税コスト改善の途は遠いと思われる。

ここで、税務職員数と調定額および税収額を比較した資料を示してみよう。【表10.3.3の４】および次ページの【表

10.3.3の５】であるが、これらの表における「調定額／人」の数値は課税関係に携わる職員１人当たりの調定額を示し、

「収入額／人」の数値は徴収関係に携わる職員１人当たりの税収入額を示している。

【表10.3.3の４】では、近畿２府４県のデータを示しているが、京都府の数値がいずれも低位に留まっていることが

明らかである。

一方、【表10.3.3の５】は、課税関係職員１人当たりの調定額を基準に順位付けをしているが、徴収関係職員１人当

たり税収入額でみても、京都府は政令指定都市を有する府県の中で最下位となっている。これらのデータからも京都府

の課税の効率性の低さが窺えるが、これをもって直ちに税務職員の人員削減のみを主張するのは早計である。あくまで

も、課税の効率性を高めるための組織とバックグラウンドとなるシステム作りを検討した上で、適正な職員数を導き最
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適な人員配置を行うべきである。そして、その結果として数値が向上するのでなければならない。

10.4．意見

徴税費の分析は、課税の効率性の評価に通じる。効率性とは、成果を維持しながら、いかにコストを下げるかという

ことである。すなわち、コストを削減するだけではなく、コストを削減した結果、成果が下がらないようにしなければ

ならないということである。課税の効率性における成果とは税収の確保であり、コストは徴税費にあたる。コスト削減

だけに目を向けて、税収額の低下を招いたのでは、およそ効率性が向上したとはいえない。例えば、単に職員数のみを

減らしてコストを削減したとしても、業務の効率化が進んでいなければ、結局は組織としての活力と能力が減衰し、税

収額の減少に繋がるおそれがある。

65ページの【表10.3.1の２】や67ページの【表10.3.3の２】から、京都府は他の都道府県と比較して徴税コストが高

く、その中でも徴税に要する１人あたりの人件費が突出して高くなっていることが判明した。１人あたりの人件費が高

くても全体の徴税コストが低ければ、人件費の高さが効率性を生んでいるとも考えられるが、徴税コストが高くなって

いる原因そのものが人件費の高さにあるということになれば、改善の余地があると言わざるを得ない。人件費が高い原

因としては、税務職員の高齢化や時間外勤務手当をはじめとする各種手当の発生等が考えられる。

まず、高齢化に関しては、66ページの【表10.3.2】に示した本庁税務課からの回答にもあるように、税務職員の平均

年齢が全国で４番目に高くなっている点に注目したい。さらに、京都府の行政職の平均年齢と比較しても3.6歳も高い

ということであるが、経験が必要とされる税務職にあっては一概に高齢職員の配属を否定することはできない。しかし、

課税の効率性の観点からいえば、ベテランの職員を配属する以上は、それに相応しい業務の効率化を進め、彼らの豊富

な経験に基づくスキルとノウハウを発揮できる環境を整えるのでなければ意味がない。それにもかかわらず、業務の効

率化を等閑にしたまま高齢者を配属し、その従事する業務が経験の浅い若手職員でも対応可能なものばかりであるとす

れば、それは、およそ効率性とは程遠いものと言わざるを得ない。そのような対応が徴税コストを引き上げる大きな原

因になっているとすれば、納税者としては決して納得のいく話ではないであろう。人事政策にまで踏み込むことには若

干の躊躇を憶えるが、現状の税務職員をめぐる人事施策を放置しておいたのでは、徴税コストのワーストランキング上

位から脱却することは難しいと思われる。

つぎに、時間外勤務手当が発生する原因としては、作業の遅滞や手間のかかる業務の増加などが背景となっているよ

うである。あるいは、京都府の税収の中に徴税に手間を要するものが他の都道府県と比べて多くなっているということ

も考えられる。しかし、京都府の税収内訳を見ると、平成16年度では法人事業税が26.4％で最も多く、次いで個人府民

税が19.3％、地方消費税14.0％、自動車税12.7％となっている。このうち個人府民税と地方消費税は、ほぼ自動的に入

ってくる税収であるし、法人事業税においても、外形標準課税等を除いて国税準拠による課税がほとんどであり、徴税

に特別な努力を要する税目とは言えない。これら法人事業税、個人府民税、地方消費税の３税で京都府の税収のほぼ６

割を占めていることを事実として確認しておくことが必要である。一方、自動車税、不動産取得税および個人事業税は

「努力３税目」ともいわれ、徴税にあたっては努力のみならず、かなりの労力を要する税目であるが、それらの合計は

全体の税収の２割にも満たない。したがって、税収の内訳構成が徴税に要する人件費の増加に影響を与えているとは考

えられない。

【表10.3.1】以下の図表で用いたデータについて、他府県との比較資料からは人件費の内訳までは不明である。また、
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嘱託職員の報酬の取り扱いなど都道府県によって業務処理形態が多様化しているため、単純な比較は早計であるとの指

摘も頷けるところである。しかしながら、今回の分析によって京都府の抱える問題点を多少なりとも浮き彫りにできた

ことは事実である。地方行政において、課税の効率性の観点から、コスト意識を持ち続けることは誠に重要である。時

間外勤務手当を含めた諸手当が他府県と比べて多いということであれば、他の都道府県の手法を参考に作業の効率化を

検討すべきである。一般企業であれば、常にコスト意識を持つことが求められ、それを怠った企業は市場からの撤退を

余儀なくされる。地方公共団体においてもそのようなコスト意識を持つことの重要性に変わりはない。業務の効率化に

よるコストの削減は、自立を目指す地方公共団体の健全な財政を構築する上で、今後も最重要課題としてのポジション

を失うことはないと思料する。

11．課税客体の捕捉について

11．1．概要

府税公所の職務は、税制の広報・周知徹底、課税・賦課徴収そして税務調査であり、一連の業務を通じて課税の公平

を維持しつつ税収（行政サービスの財源）を確保することにある。しかし、この一連の流れの中で、ややもすれば埋没

しかねないのが課税客体の脱漏である。というのは、京都府が納税義務者を把握していない場合でも、上記一連の業務

はそれなりにスムーズに進めることができるからである。その結果、ともすれば積極的に課税客体の脱漏防止に努めよ

うとする意欲が不足する場面があるのではないかという危惧がある。

しかし、府民にとって課税客体の脱漏は不公平感を抱く大きな要因になることは間違いなく、「うまく逃れている人

がいるのではないか」という漠然とした疑念を抱く人は少なくない。そして、そのような疑念が燎原の火のごとく蔓延

していくと、いずれは納税意欲の減退に繋がることは疑いのないところである。そのため税務行政としては、把握した

納税義務者に対する対応はもちろんのこと、未だ把握していない納税義務者が存在しないように細心の注意と最大限の

努力を払う必要がある。

ちなみに、京都府の平成17年度の税収確保対策推進会議作成の「税収確保の取組みについて」という資料にも「課税

客体の捕捉等の徹底」という項が比較的大きなスペースを割いて記載されている。京都府としても大きなテーマとして

捉えていることの証左である。

11.2．着眼点と手続

いずれの税目においても、課税客体の捕捉に対する対応策が的確に練られ職員の意識の中にそれが徹底されているか

否か、また常に社会経済状勢の変化とともにその対応策が最新のものに更新されているか否かという観点から検証を加

えた。また、手続きとしては、課税客体の捕捉方法に関するマニュアル等の文書を入手し、各税目別担当職員に対する

質問に対して回答を得る方法によった。

11.3．監査の結果

課税客体の捕捉については、総じて努力と工夫の跡が見られるものの、まだまだ知恵を絞れば捕捉方法が他にもある

と思われる。京都府の主な課税客体捕捉の取組の概要と実績は次ページの【表11.3】のとおりである。
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11.3.1．法人府民税および法人事業税

法人府民税および法人事業税については、次ページの【図11.3.1】に示すような形で課税客体情報の収集に努めてい

る。

基本的には、税務署への法人税申告がありながら、京都府に法人府民税および法人事業税の申告がないものの把握や、

法務局に登記（支店等を含む）がありながら、京都府に申告がないものの把握が主たる方法である。しかし、分割法人

で京都府以外に本店があるようなケースで支店登記をしていない場合は、この方法では把握できない。これを捕捉する
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ために、不動産取得税の課税データを活用するよう努めているが、必ずしも十分に機能しているとはいえない。より有

効な方法として、ネットの情報を検索するとか、電話帳を用いて調べるとか、あるいはテナントビルやショッピングセ

ンター、百貨店等に問い合わせる等の手法も考えられよう。さらに、外形標準課税の導入を受けて、その対象法人が提

出した支払賃料等の明細書によるクロスチェック等も効果的であると考える。

11.3.2．個人事業税

個人事業税については、次ページの【図11.3.2】にあるように、税務署への所得税申告があった場合、それに基づい

て課税客体情報を入手することとなっているが、それでは課税客体の脱漏がないかどうかの把握は十分ではない。しか

し、個人事業税の課税客体に脱漏がないかどうかを把握することは容易ではなく、現在の体制では税務署の所得税申告

の脱漏の調査能力に依存するより手立てがないのが実状である。
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11.3.3．不動産取得税

不動産取得税については、次ページの【図11.3.3】や各種調査により収集した情報に基づき登記の中間省略による不

動産取得税の回避を阻止する対応をとっている。

従来、不動産取引における中間省略登記は珍しいことではなかったが、平成17年に不動産登記法が改正されたことに

よって新たな局面に入っているといえる。つまり、登記申請に際しては改正前においても登記原因証書（売渡証書や抵

当権設定契約証書等）が必要とされていたが、それは必ずしも真実の取引を反映している書面ではなく、Ａ→Ｂ→Ｃと

いう取引の流れであるにもかかわらず、Ａ→Ｃという登記が事実上可能であった。しかし、改正後はすべての登記につ

いて登記原因証書に代えて「登記原因証明情報」を添付しなければならないこととされ、この登記原因証明情報には当

事者の氏名と司法書士の確認も必要とされるから、従来型の中間省略登記が難しくなったことは確かである。

このように中間省略登記が事実上不可能になったことを受けて、不動産取得税回避の有無を検証する意味合いは薄れ
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たといえる。しかし、改正後も中間省略登記が全くできないということではないようである。例えば、売買予約という

手法を使えば可能ともいわれている（注）。さらに、新築（増改築を含む）建物の登記省略については、所有権移転登

記の中間省略以上に蓋然性の高い事案であり、このことに対する捕捉方法は定型化できていない。航空写真で新築・増

改築を空から把握しようという試みや、地域を巡回して増改築工事の有無を確かめるといった方法を試みるものの、い

まだ定着しているとはいえない状況である。

（注） 売買予約権は、相手の意思に関係なく、こちらが残代金を払えば所有権が移転する制度である。一例を挙げると、
業者が物件を20百万円で下取りをする際に、売買予約をしておいて２百万円だけを支払い、18百万円を残金としておく。
顧客に25百万円で売買予約権を売り、顧客から７百万円の支払いを受けるとともに、残金相当額の18百万円は顧客が登
記簿上の所有権者に支払うという方法である。
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11.3.4．軽油引取税

軽油引取税については、納税義務の脱漏を防ぐというよりは、悪質な不正軽油の使用者や製造者の発見の端緒とする

ために、需要家や販売業者の貯蔵施設または車両から燃料油を採取する調査を実施している。地道な作業であるにもか

かわらず着実に実績を挙げていると聞く。今後は、周辺府県との連携の強化、さらなる正確な情報の入手、そして警察

との連携を深めながら一層の推進を図ることが望まれる。

11.3.5．その他の税目

その他の税目については、課税客体の脱漏の可能性は低く、緊急に捕捉に注力しなければならない状況にはない。

11.4．意見

課税客体の捕捉に対して疑問を持ち、漠然とした不公平感を抱いている納税者が少なくないことを感じる。税に対す

る国民のアンケートの中でも、「少なく納税している人がいる」という思いの他に、「うまく課税客体から逃れている人

がいる」という思いも上位にランクされている。こうした思いが、ひいては納税意欲の減退に繋がることをおそれない

わけにはいかない。事情や背景は異なるものの、国民年金保険料やＮＨＫ受信料の徴収率の低さが明るみに出ると、そ

れを知った人に不払いという動機を与え、それが更なる徴収率の悪化に繋がったという報道も記憶に新しいところであ

る。

この点、府税における課税客体の捕捉についても思わぬところに陥穽があり、それを放置しておいたのでは、「逃げ

得」を容認することにも繋がりかねない。完璧な対策は難しいにせよ、できることから着手するとともに、その芽を摘

む努力を地道に重ねていかなければならない。それが税の現場に求められる最大の課題であるといっても過言ではある

まい。

法人府民税および法人事業税については、当面は国税の調査能力に依存することになる。また、法務局に登記（支店

等を含む）がありながら、京都府に申告がないものの把握は今までどおりの対応を継続しなければならない。しかし、

京都府以外に本店がある分割法人（注）で、支店登記をしていない事案については法人が自ら申告している場合を除き、

ほとんど把握されていないのが現状である。また、納税者である企業の側でも、支店登記の有無のほかに一定の規模

（たとえば、総務部門が支店に備わっていることや支店長が商法でいうところの支配人に該当すること等）を満たして

いなければ分割法人としての申告の必要はないという誤った認識も多く、さらには税の専門家である税理士の間でも類

似の理解にとどまる者が少なくない。

したがって、まずは分割法人に対する正しい理解を啓発していくことが必要であると思料する。

（注） 地方税法第57条は、二以上の道府県において事務所又は事業所を有する法人は、その法人税額を関係道府県に分割

し、その分割した額を課税標準として関係道府県ごとに法人税割額を算定して、これに均等割額を加算した額を申告納

付しなければならないとしている。この規定が適用される法人を便宜上「分割法人」というが、企業の組織再編成の場

合に用いる分割法人とは意味が異なるので注意が必要である。

既に述べた点と重複するが、改めて納税義務者を把握する手立てとして有効と思われる点を以下のとおり指摘してお

く。

① ネットでの検索やＮＴＴの電話帳を用いて調べる。京都支店であるとか、京都営業所、京都店といった表示を探

索し、その情報と京都府への申告の有無を突合するのである。申告義務がありながら無申告であれば、早急に対応

することになる。地道ではあるが、他府県でも採られている方法である。

② 外形標準課税対象法人が提出した「純支払賃借料に関する明細書（第６号様式別表５の５）」には、法人が賃借

もしくは賃貸した事務所等の所在地をはじめ契約期間や賃借料の金額等の記載があるため、これらの記載事項を手

掛かりに申告の有無をチェックすることが可能となる。ただし、京都府に本店を置く外形標準課税対象法人からの

情報収集にとどまることが難点であり、他府県との情報交換等の連携が必要となる。

③ テナントビルやショッピングセンター、百貨店等（以下、百貨店等という）に問い合わせ、入居テナントや出店

店舗のリストを入手し、その情報と京都府への申告の有無を突合する。もっとも、百貨店等の中には資料提出を拒

むところもあると聞く。質問検査権の限界なのかも知れないが、国税の世界でも「お尋ね」あるいは「お願い」と

いった形で資料収集や情報照会を求めていることから、類似の対応は可能であろう。特に、百貨店等に出店してい

る企業は、比較的資本金が大きいことが多く、したがって均等割の増収も期待でき、また収益力が高いことが予想

されるから法人税割の増収にも繋がると考えれば、地道ではあるが着実な努力を重ねて欲しい手法ではある。

次に、個人事業税についても、当面は国税の調査能力に依存することになる。また、個人の事業は小規模なものが多

く、その浮沈が激しいことも手伝って捕捉は容易ではない。特に個人事業税では業種認定や事業主控除の問題があるの

で、新規の事業でかつ小規模なものについては捕捉に積極的になれないという背景も首肯できるところである。しかし、

情報は地道に収集せざるを得ないのであり、その意味では京都府職員が一丸となって取り組むことも必要ではないだろ

うか。減少しているとはいえ30千人を超える組織であり、各職員が意識を持って新規事業者に関する情報を持ち寄れば、

決して無駄になることはないはずである。実は、そのような日頃の何気ない情報が大きな課税資料に繋がることは少な




